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第１章では、少子社会の現状について解説し
てきたが、こうした出生率の低下という少子化
の現象はどのような原因で生じてきたのであろ
うか。
前述した晩婚化の進展や夫婦出生力の低下な
どが、少子化の直接の原因として指摘されてい
る。1997（平成９）年の人口問題審議会報告
「少子化に関する基本的な考え方について」に
おいても、未婚率の上昇（晩婚化の進行と生涯
未婚率の上昇）や、夫婦の平均出生児数と平均
理想子ども数との開きを少子化の原因とし、そ
れぞれの背景となる事項を指摘している。
そこで、本章では、少子化の原因やその背景
にある要因としてこれまで取り上げられてきた
主な事項について、最近のデータを基にあらた
めて分析する。
本章で少子化の原因やその背景にあるものと
して取り上げる項目は、次のとおりである。最
初に、少子化の原因である「未婚化の進展」、
「晩婚化の進展」及び「夫婦の出生力の低下」
について言及する。続いて、これらの背景にあ
るものとして、「仕事と子育てを両立できる環
境整備の遅れや高学歴化」、「結婚・出産に対す
る価値観の変化」、「子育てに対する負担感の増
大」及び「経済的不安定の増大等」を取り上げ
る。
なお、本章全体の分析を整理すると次頁のフ
ローチャートのとおりである。

１　晩婚化・未婚化の進展

（未婚率の上昇）
わが国では、子どもは男女が結婚してから生
まれる場合が大半であるので、結婚しない人た
ちの割合が増加すれば、子どもの出生数に影響
を与えることになる。20歳代後半から30歳代の
未婚率（結婚していない人の割合）をみると、
1970年代頃まで安定した率で推移していたの
が、70年代半ば頃から上昇傾向が顕著となって
きた。そこで、出生率低下の原因として、未婚
化の進展が主な理由として指摘されるようにな
ってきた。
総務省「国勢調査」によると、2000（平成12）
年の全国における20～39歳の未婚者数は、約
1,833万人であり、男性が約1,040万人、女性が
約793万人である。
また、国勢調査によれば、20～34歳の未婚率
は、1950（昭和25）年から80（昭和55）年頃ま
では、男性が約50％、女性は約33％と、さほど
変化がなく推移をしてきた。しかし、1980年代
後半から未婚率が上昇傾向となり、2000（平成
12）年には、男性68.2％、女性55.5％となって
おり、結婚していない人の方が多くなっている。
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５歳年齢階級別の未婚率をみると、1980（昭
和55）年と2000（平成12）年を比較して、男性
の場合、25～29歳では55.1％から69.3％へ、30
～34歳では21.5％から42.9％へと倍増し、女性
の場合、25～29歳では24.0％から54.0％へと倍
増し、30～34歳では9.1％から26.6％へと３倍に
なっている。
女性の25～29歳では、1970年代では「５人に
１人が独身」であったが、30年間に「２人に１
人が独身」という状態に変化している。男性の
25～29歳では、70年代では「２人に１人が独身」

であったが、現在は「10人に７人は独身」とな
っている。

（晩婚化の進展）
20～30歳代の未婚率の上昇に伴い、男女とも
に平均初婚年齢が上昇する晩婚化が進展してい
る（晩婚化の状況については、第１章第３節参
照）。晩婚化は出生年齢を引き上げることから、
晩婚化の進展中は、出生率が低下する傾向とな
る。

第1－2－1図　少子化フローチャート

　注： 少子化の原因とその要因及び少子化対策のイメージ図である。 
 
　　　は少子化（出生率低下）の原因、　　はその要因、　　はその対策を示す。 

少子化（出生率低下）の原因とその背景にある要因 少子化対策 
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1980年代後半から合計特殊出生率の低下が社
会的に知られ始めたが、当時は、晩婚化の進展
による「出産の先送り現象」のために、一時的
に出生率が低下したものであり、いずれ晩婚化
傾向が一段落をすれば、出生率は回復するであ
ろうと認識されていた。しかしながら、2000
（平成12）年になっても晩婚化は進展中である。
20～30歳代の未婚率の上昇等により、生涯未
婚率（50歳時点で結婚していない人の割合）も
近年上昇している。1980（昭和55）年では男性
2.6％、女性4.5％であったのが、2000年には、
男性12.6％、女性5.8％となっている。
国民の全てが結婚をするという「皆婚社会」

が、いまや崩れつつある状況に至っている。

第1－2－3図　未婚率の推移（20～34歳）

資料： 
　注： 

総務省統計局「国勢調査」 
分母となる総人口に配偶関係「不詳」を含んだ数値 
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第1－2－4図　年齢別未婚率の推移

資料： 総務省統計局「国勢調査」 
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第1－2－5図　生涯未婚率の推移

資料： 
　注： 

国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」 
総務省統計局「国勢調査」より算出。生涯未婚率は、45～49歳と50～54歳未婚率の平均値であり、50歳時の未
婚率を示す。 
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（独身者の結婚意思）
20～30歳代の未婚率が上昇していることにつ
いて、あるひとつの理由で説明することは難し
い。
未婚者の生涯の結婚意思について５年ごとに
調査している「出生動向基本調査」（国立社会
保障・人口問題研究所）によると、未婚者の約
９割は、「いずれ結婚するつもり」と回答して
おり、「一生結婚するつもりはない」という人
の割合は、男性5.4％、女性5.0％にすぎない。
ただし、20年前と比較をすると、「いずれ結婚
をするつもり」と答える人の割合は、男女とも
数ポイントの減少がみられる。
結婚する意思は高いにもかかわらず、未婚の
人が多い理由は何だろうか。同じ調査で、独身
にとどまっている理由を尋ねた結果をみると、
18～24歳では、男性、女性ともに「まだ若すぎ

る」、「必要性を感じない」、「適当な相手にめぐ
り合わない」をあげる人が多い。また、最近で
は、男性、女性とも「仕事（学業）にうちこみ
たい」をあげる人が増加している。
25～34歳では、「適当な相手にめぐり合わな

い」をあげる人が最も多いが、以前よりは割合
が低下している。次いで、「必要性を感じない」、
「自由や気楽さを失いたくない」が多くなって
いる。選択肢を「結婚できない理由」と「結婚
しない理由」とに分けると、25～34歳では、独
身にとどまっている理由としては、「結婚でき
ない理由」が多かったが、近年、「結婚しない
理由」のウエイトが高まりつつあるといえる。
なお、「結婚資金が足りない」という理由をあ
げる人は男性に多く、若い男性の経済的状況が、
結婚に影響を与えていることがわかる。
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第1－2－6図　独身者の結婚意思

資料： 
　注： 

国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」 
対象は18～34歳未婚者 
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第1－2－7図　独身にとどまっている理由

資料： 国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」 
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第２章 なぜ少子化が進行しているのか

（婚外子割合の国際比較）
わが国では、出生のほとんどが戸籍法に基づ
き婚姻の届出をした夫婦によるものである。厚
生労働省「人口動態統計」によれば、2003（平
成15）年の出生数1,123,610人のうち、98.07％は
嫡出子（法律上の婚姻をした夫婦間に出生した
子）であり、非嫡出子は21,634人と、全出生数
の1.93％にすぎない。
これを欧米諸国と比較をすると、スペイン、

イタリアといった南ヨーロッパでは低いもの
の、いずれの国も日本よりもはるかに高い水準
にある。スウェーデン56.00％、フランス44.30％、
イギリス43.10％、アメリカ33.96％という状態
である。しかし、非嫡出子（いわゆる婚外子）
が多いからといって、男女関係が乱れていると
いうわけではなく、男女のカップルが結婚に至
るまでに同棲という事実婚の状態を経ることが
多いこと、非嫡出子であっても法的に嫡出子と
ほぼ同じ権利を享受できること、結婚形式の多
様化に対する社会一般の受け入れなどが背景に
あると考えられる。
たとえば、スウェーデンでは、サムボと呼ば
れる事実婚カップルが、サムボ法という法律に
より、法律婚カップルとほぼ同様に保護されて
いる。また親子法により、サムボカップルの子
どもに対する法的差別も全くない。内閣府経済
社会総合研究所編「スウェーデン家庭生活調査」
によれば、このように制度が整備されているこ
ともあり、法律婚カップルの９割以上がサムボ

を経験しており、法律婚への移行過程として機
能していると考えられる。サムボはライフスタ
イルのひとつとして社会に受け入れられ、現在
では生まれてくる子どもの半数以上が婚外子で
ある。ただし、出生順位別にみると、第一子の
婚外子率は65％に達するものの、第二子では
44％、第三子では29％に減少しており（1990年
代）、サムボが法律婚に移行する前の段階とし
て定着していることを示している。

第1－2－8表　嫡出でない子の割合

資料： 
 
　注： 

日本は厚生労働省「人口動態統計」、米国は疾病管
制局（CDC）資料、その他の国はEuro-Statによる。 
eは推計値、pは速報値     

日 本  
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2003 
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2003 

2003 

2003 

2003 

2002

1.93 
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第１節　少子化の原因

（妊娠・出産と結婚との関係）
わが国では、婚外子（非嫡出子）の割合は極
めて小さいものの、最近では、妊娠してから結
婚をするという形態（俗に「できちゃった婚」
と呼ばれている）により子どもが生まれるとい
うケースが増加している。
厚生労働省「人口動態特殊報告―出生に関す
る統計―」（2001（平成13）年）によれば、結
婚期間が妊娠期間より短い出生数は増加傾向に
あり、2000（平成12）年では、嫡出第１子出生
数の約４分の１を占めている。これは20年前と
比較をすると、約２倍の増加となっている。母
の年齢階級別にみると、10代後半では８割、20
代前半では６割、20代後半では２割となってお
り、年齢層が若くなるほど多くなっている。
同棲の状況についてみると、毎日新聞社の

「第１回人口・家族・世代世論調査」（2004（平
成16）年）１ によると、15％の女性が「同棲を
している。または過去に同棲の経験がある」と
答えている。30代前半では21％に上っている。
こうした状況からみると、わが国でも結婚前に、
あるいは同棲中に妊娠するという事態が少なく
ないものと想像できるが、出産となると、いわ
ゆる「できちゃった婚」のように法律上の結婚
という行為と密接に結びついている。
なお、10代後半など若い世代の「できちゃっ
た婚」の中には、親としての準備などが整って
いないため、若い夫婦のそれぞれの親やきょう
だい、地域、行政における支援が必要な場合が
多いものと考えられる。

２　夫婦の出生力の低下

第１章第３節でみたとおり、1990年代以降、
夫婦の出生力が低下してきている状況がみられ
る。妻の生まれ年別にみると、1960年代以降に

生まれてきた世代から低下傾向にある。
国立社会保障・人口問題研究所「第12回出生
動向基本調査」（2002（平成14）年）によれば、
夫婦に対して、理想的な子どもの数（理想子ど
も数）と、実際に持つつもりの子どもの数（予
定子ども数）を尋ねたところ、結婚期間が短い
夫婦ほど、理想、予定子ども数とも少なくなっ
ている。全体の平均では、理想子ども数は2.56
人、予定子ども数は2.13人であるが、結婚持続
期間が5～9年の夫婦では、理想子ども数2.48人、
予定子ども数2.07人、同じく0～4年の夫婦では、
理想子ども数2.31人、予定子ども数1.99人とな
っている。結婚持続期間が0～4年という結婚後
５年未満の夫婦の場合、以前の調査では現在よ
りも高い数値を示していた。たとえば、1987
（昭和62）年調査では、理想子ども数2.51人、
予定子ども数2.28人であった。90年代以降、理
想、予定子ども数ともに比較的急に低下しつつ
ある。
このように最近における結婚持続期間が短い
夫婦では出生力の低下傾向がうかがえるが、そ
の原因は後述する様々な要因に加えて、バブル
経済崩壊の心理的影響が夫婦の出生力の低下に
影響を与えているのではないか、晩婚化による
出生力の低下が夫婦の出生力の低下にも影響を
与えているのではないか、自分の子どもに自分
以上の高学歴を求める傾向があり教育費等の負
担を考慮して、出生抑制を行うなどの影響を与
えているのではないか、都市部において継続就
業する女性の存在、一方では仕事と子育てを両
立できる環境の不十分なことなどが、夫婦の出
生力に影響を与えているのではないかなどの指
摘がなされている。２

１ 全国の20歳から49歳までの女性4,000人を対象に、調査票を預けて記入してもらう「留め置き法」で実施した世論調
査。有効回答率は61％

２「夫婦の出生力の低下」を議論した社会保障審議会人口部会委員の意見を参考にしている。


